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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月

売上高 (百万円) 31,000 34,114 31,135 26,336 26,141

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △4,085 △1,942 792 706 565

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △4,853 △2,769 515 410 482

包括利益 (百万円) ― ― ― 301 390

純資産額 (百万円) 16,436 12,581 12,818 13,151 13,541

総資産額 (百万円) 37,551 29,636 23,938 27,325 29,771

１株当たり純資産額 (円) 800.37 686.16 699.08 717.22 738.53

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △236.32 △148.42 28.14 22.39 26.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 43.8 42.5 53.5 48.1 45.5

自己資本利益率 (％) △25.3 △19.1 4.1 3.2 3.6

株価収益率 (倍) ─ ─ 6.1 11.8 8.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,071 △2,745 69 801 1,139

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 701 △741 △304 △310 565

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △162 △612 △0 2,542 238

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,374 4,274 4,038 7,133 9,077

従業員数 (名) 896 883 835 835 844

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  第62期及び第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されて

おり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３  第64期、第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載して

おりません。

４  従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2)　提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月

売上高 (百万円) 27,003 29,912 27,223 22,087 21,134

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △4,354 △2,238 675 477 145

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △4,977 △2,894 535 431 351

資本金 (百万円) 5,233 5,233 5,233 5,233 5,233

発行済株式総数 (千株) 21,425 21,425 21,425 21,425 21,425

純資産額 (百万円) 15,687 11,707 11,964 12,286 12,545

総資産額 (百万円) 35,736 27,809 22,204 25,322 27,352

１株当たり純資産額 (円) 763.90 638.50 652.49 670.07 684.19

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

8.00

(4.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

2.00

(0.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △242.37 △155.12 29.21 23.54 19.15

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 43.9 42.1 53.9 48.5 45.9

自己資本利益率 (％) △26.9 △21.1 4.5 3.6 2.8

株価収益率 (倍) ─ ─ 5.9 11.2 11.3

配当性向 (％) ─ ─ ─ ─ 10.4

従業員数 (名) 742 715 664 650 650

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  第62期及び第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されて

おり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３  第64期、第65期及び第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載して

おりません。

４  従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】

昭和12年７月前澤慶治が東京都中央区銀座において昭和製作所を創立。上水道用諸機械器具の販売

を開始。

昭和22年９月資本金100万円の株式会社に改組し、前澤バルブ工業株式会社を東京都目黒区鷹番町

に設立。上水道用諸機械器具の製造販売を開始。

昭和25年10月川口市に鋳造並びに加工機械設備を有した川口工場を建設し、バルブの一貫作業の製

造を開始。

昭和29年11月JIS表示許可工場として認可される。

昭和36年４月幸手市に幸手工場を建設し、大・中口径異形管、門扉類の製造を開始。

昭和37年９月特定建設業者として建設大臣より建設業登録の認可を受ける。

昭和42年10月川口市東本郷に新郷工場を建設し、中・小口径仕切弁、消火栓の量産体制を完備。

昭和45年７月H・ガイガー機械製作所(現　ガイガー・インターナショナル社)(ドイツ)と技術提携

し、各種上・下水処理機械の製造を開始。

昭和48年４月業容拡大に伴ない前澤工業株式会社(現在名)に社名変更。

昭和48年12月上・下水処理機械の設計・施工の専門部門を開設。

昭和55年10月製品類の高品質化を図るため、実流試験設備を備えた水理実験室を幸手工場に設置。

昭和56年９月ボブロイター社(ドイツ)の粉体塗装技術を導入してソフトシール弁の製造販売を開

始。

昭和60年４月当社の100％出資子会社である前澤機工株式会社を設立。(現　連結子会社)

昭和61年５月生産部門の効率化と拡充を図るため川口工場、新郷工場、幸手工場の三工場を幸手工

場に統合して新たに埼玉製造所を発足、併せて川口工場は水処理本部として、新郷工

場は配送センターとしてそれぞれ業務を開始。

昭和62年２月社団法人日本証券業協会東京地区協会の店頭売買銘柄に新規登録。

平成６年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成７年１月 土壌・地下水汚染の浄化修復に関しての専門部門として、東京都中央区に土壌環境部

を開設。

平成８年６月 子会社前澤機工株式会社が株式会社前澤エンジニアリングサービスへと商号変更。

平成８年11月東京証券取引所市場第一部に指定。

平成10年４月川口市にアクアテクノセンターを建設し、製販一体体制の拠点として業務を開始。

平成10年６月産業廃水・廃液処理事業を行う目的で川口市に産業環境部を開設。

平成13年５月分析技術の拡充を図るため、幸手市に中央研究所分析センターを建設。

平成13年11月ISO9001(平成10年11月取得)の認証を、上下水道等水処理装置のプロジェクトマネジ

メント、設計、エンジニアリング、購買、営業及び工事管理に拡大して取得。

平成13年12月ISO9001(平成８年７月取得)の認証を、弁・消火栓・水門の営業、開発、設計、製造、施

工管理及び水処理設備の製造に拡大して取得。

平成15年６月当社子会社である株式会社ウォーテック北海道を設立。（現　連結子会社）

平成16年12月配送センター(川口市)を埼玉製造所に統合。

平成17年４月ISO14001の認証を取得。

平成21年５月本店所在地を現在地（東京都中央区新川）に、本社・本部機能を川口市に移転。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社２社、持分法非適用関連会社２社で構成され、上下水道用機器・水

処理装置の製造及び販売をもとに、環境関連分野の社会資本整備、浄化事業に取り組んでおります。

　

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次の

とおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

㈱前澤エンジニアリングサービス（連結子会社）はメンテナンス事業を、㈱ウォーテック北海道（連結

子会社）はバルブ事業を行っております。

また、持分法非適用関連会社は浄水場排水処理施設等整備・運営を行っております。

　

区分 事業内容

環境事業
上下水道用水処理機械設備、産業用水処理機械設備、土壌・地下水汚染浄化設
備、有機性廃棄物資源化設備等に関する事業

バルブ事業 上下水道用弁・栓・門扉等に関する事業

メンテナンス事業 上下水道用設備・機器の修繕・据付工事、維持管理等に関する事業

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　
㈱前澤エンジニアリング
サービス
（注）４

埼玉県川口市 80メンテナンス
事業

100.0当社製品の据付・維持管理
業務の一部を外注しており
ます。
なお、当社所有の建物を賃貸
しております。
役員の兼務等…無

㈱ウォーテック北海道 北海道札幌市中央区 20バルブ事業 100.0当社製品の販売をしており
ます。
役員の兼務等…無

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

　　 ２　有価証券届出書又は有価証券報告書は提出しておりません。

　　 ３　特定子会社に該当する会社はありません。

４  当該会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。

主要な損益情報等 ①　売上高 5,511百万円

　 ②　経常利益 598  〃

　 ③　当期純利益 323  〃

　 ④　純資産額 1,123  〃

　 ⑤　総資産額 3,192  〃

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当連結会計年度末における従業員数は844名であります。

(注) １  従業員は、就業人員であります。

２  当社グループの事業は「環境事業」「バルブ事業」及び「メンテナンス事業」でありますが、同一の従業員

が複数の事業に従事するなど、セグメント別に区分できないため、セグメント別の記載を省略しております。

　
(2) 提出会社の状況

平成24年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

650 45.2 17.5 5,601,559

(注) １  従業員は就業人員であります。

２  当社の事業は「環境事業」及び「バルブ事業」でありますが、同一の従業員が複数の事業に従事するなど、セ

グメント別に区分できないため、セグメント別の記載を省略しております。

３  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４  関係会社に出向中の従業員は7名であります。これは上記従業員数には、含まれておりません。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、「JAM前澤工業労働組合」が組織(組合員数142人)されております。

なお労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費が緩やかに増加したほか、設備投資や雇用情勢も持ち

直しの動きが見られるものの、企業収益が減少し、物価動向も緩やかなデフレ状況にあるなど、依然とし

て厳しい状況で推移しました。

当社グループを取り巻く事業環境は、補正予算による押し上げ効果があるものの、公共投資関係費の削

減、公共事業費のコスト縮減が行われたことによる企業間競争の激化により、非常に厳しい環境が続きま

した。

このような状況のもとで当社グループは、上・下水道市場や環境関連分野の民間市場におきまして、採

算性を重視した選別受注を推進し、販売活動を展開してまいりました。その結果、当連結会計年度の業績

は、受注高は26,336百万円（前期比8.5%増）、売上高は26,141百万円（前期比0.7%減）となりました。

損益につきましては、引き続きコストダウンと効率化を行うなど、低原価体質を基調とした強固な企業

体質の構築を推し進めるべく諸施策を実施してまいりましたが、欧州債務危機に端を発した証券市場や

国債利回りの落ち込みにより、期末において退職年金資産の評価損等が発生したことにより退職給付費

用が増加し、経常利益は565百万円（前期比20.0％減）、当期純利益は482百万円（前期比17.6％増）とな

りました。

　

当連結会計年度におけるセグメントの業績を示すと次のとおりであります。

〔環境事業〕

環境事業につきましては、上水道・下水道における未普及地域の解消、老朽化した施設の更新・再構築

などにかかる需要に主眼をおいて、それらにかかる水処理機械設備の販売活動を推し進めました。また、

土壌・地下水汚染浄化、産業廃水処理および有機性廃棄物資源化などの需要に対しソリューション営業

を展開し、民需事業の基盤の充実に努めました。

当連結会計年度は、公共投資関係費の削減および民間設備投資、不動産市況の低迷により、引き続き厳

しい事業環境が続くなかで、受注高は11,445百万円（前期比14.1%増）、売上高は11,693百万円（前期比

5.3%減）、セグメント利益323百万円（前期比15.9%減）となりました。

　
〔バルブ事業〕

バルブ事業につきましては、浄水場、配水池、配水管、下水処理場、ポンプ場、農業用水幹線路、揚・排水

機場などの整備、更新、耐震化にかかる各種弁・栓・門扉類の需要に対し、幅広く販売活動を展開しまし

た。

当連結会計年度は、公共投資関係費の削減など、引き続き厳しい事業環境が続き、受注高は9,412百万円

（前期比1.2%減）、売上高は8,982百万円（前期比1.9%減）、セグメント損失334百万円（前期60百万円の

損失）となりました。
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〔メンテナンス事業〕

メンテナンス事業につきましては、上水道事業、下水道事業、農業用水・河川事業などの各分野におけ

る工事付の制御弁・門扉類や、既納入品のメンテナンスにかかる需要に対し、販売活動を推し進めまし

た。

当連結会計年度は、公共投資関係費の削減など厳しい事業環境が続くなか、東日本大震災の復旧にかか

る需要などがあり、受注高は5,478百万円（前期比16.2%増）、売上高は5,466百万円（前期比13.0%増）、

セグメント利益609百万円（前期比58.8%増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ1,944

百万円増加し、当連結会計年度末には、9,077百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、プラス1,139百万円（前連結会計年度プラス801百万円）となり

ました。税金等調整前当期純利益597百万円を計上したほか、減価償却費630百万円、仕入債務の増加219百万

円などの資金増加項目が、たな卸資産の増加533百万円、法人税等の支払額323百万円などの資金減少項目を

上回ったことによります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得406百万円、無形固定資産の取得42百万円な

どの支出があったものの、有形固定資産の売却による収入929百万円などがあり、プラス565百万円（前連結

会計年度マイナス310百万円）となりました。　

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出393百万円などがあったものの、社

債の発行による収入767百万円などがあり、プラス238百万円（前連結会計年度プラス2,542百万円）となり

ました。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

 8/97



　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

生産高(百万円) 前年同期比(％)

環境事業 11,554 △6.1

バルブ事業 9,185 7.8

メンテナンス事業 5,642 17.6

合計 26,382 3.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価格により表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

環境事業 11,445 14.1 7,554 △3.2

バルブ事業 9,412 △1.2 2,789 18.2

メンテナンス事業 5,478 16.2 666 1.9

合計 26,336 8.5 11,010 1.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自  平成23年６月１日
　　至  平成24年５月31日）

売上高(百万円) 前年同期比(％)

環境事業 11,693 △5.3

バルブ事業 8,982 △1.9

メンテナンス事業 5,466 13.0

合計 26,141 △0.7

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本下水道事業団 2,796 10.6 2,207 8.4

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

上下水道事業においては財政再建や予算の縮減に伴う価格競争が激化し、厳しい事業環境が続いてお

りますが、将来に向けては管路、施設などの更新や民間委託、災害に強いライフライン構築など、新たな

ニーズも高まっております。

　また、地球温暖化や資源の枯渇、産業活動の活発化による世界的な水不足、水質汚染、廃棄物の発生など

環境問題は深刻さを増しており、当社が培った技術等を活かし社会へ貢献できる機会も増加していくと

思われます。

　このような環境の下「飛躍への挑戦」を掲げ、水関連企業として、さらに環境関連企業として国内外に

貢献し、持続的な発展ができる企業づくりをめざしてまいります。

成長企業への転換を図るための「事業の拡大」を強力に推進いたします。また、より強固な低原価体質

を確立し競争力を強化するための「コストパフォーマンスの追求」を推進いたします。

　これらにより持続的な発展に向けた、前澤の飛躍への第一歩といたします。

(1)事業の拡大

①既存分野における受注の拡大

既存分野（環境・バルブ・メンテナンス事業）においてユーザーニーズを的確に捉え、最適な市

場戦略・製品戦略により、当社技術・製品の付加価値を高めるビジネスモデルを追求するほか、企業

集団の連携を強化することにより販売力を強化し、受注の拡大を実現する。

②成長分野での事業の確立 

資源循環事業・海外事業など成長が見込まれる分野に必要な経営資源を配分し、ソリューション

ビジネスの早期確立をめざす。

③技術開発力の強化

既存分野と成長分野における事業の推進を強固なものとするため、各部門との連携をより強化し

た戦略的な開発体制を確立し、「省エネ・新エネ」「耐震」「除染」などの分野を対象にした技術

・製品開発を推進する。

(2)コストパフォーマンスの追求

①トータルコストダウンの更なる追求（環境事業）

設計・調達・施工部門の連携による受注物件の工程、利益管理の強化と、ＶＥによる自社主力製品

のコストダウンを推進し、更なる低原価体質の実現を図る。

②生産効率の大幅な向上（バルブ事業）

製品統廃合による部品の共通化、標準化を更に進めるとともに、新生産管理システムを活用したよ

り綿密で柔軟な計画生産を実現することで、生産効率の大幅な向上をめざす。

③業務の効率化

新情報システムの有効活用による現場から経営に至るまでの情報一元化で、重複業務の排除と業

務スピードの向上を図る。更に業務プロセス改革を推進し、業務の効率化を図る。

これらにより、事業の拡大、業績の向上を図るとともに、強固な企業体質の構築をさらに推し進める

ため、長期的、安定的な財務基盤の強化を行い、経営基盤の強化・充実を図ってまいります。そして、持

続的に発展し社会に貢献し続けられる企業の実現に向かって努力してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
(1) 市場環境の変動

当社グループの事業は、公共事業が占める割合が高いため、国及び地方公共団体の財政状態による公共事

業予算の削減ならびにコスト縮減や予算執行状況により、業績に影響を受ける可能性があります。

　
(2)資機材価格の急激な変動

資機材価格が急激に高騰し、それを販売価格に反映させることが困難な場合には、業績に影響を受ける可

能性があります。

　
(3)株式市場の動向

当社グループが保有している有価証券は、その大半が株式であるため、株式市場の動向により、業績に影

響を受ける可能性があります。

　
(4)退職給付費用及び債務

年金資産の時価の変動や運用利回りの状況、割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更があった

場合には、業績に影響を受ける可能性があります。

　
(5)業績の下期偏重による季節的な変動

当社グループの売上高は、下半期に完成する工事あるいは進捗度合が増す工事の割合が大きいため、上半

期と下半期の売上高との間に、著しい相違があります。最近２連結会計年度の上半期及び下半期の実績

は、下記のとおりであります。
　

　

項目

前連結会計年度
(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

上半期
(百万円)

下半期
(百万円)

通期
(百万円)

上半期
(百万円)

下半期
(百万円)

通期
(百万円)

売上高
(構成比)

8,031
(30.5％)

18,304
(69.5％)

26,336
(100.0％)

8,630
(    33.0％)

17,511
(    67.0％)

26,141
(100.0％)

営業利益又は
営業損失(△)

△1,216 1,962 745 △1,019 1,665 646

　
(6)自然災害等の大規模災害による被害

地震、津波、台風等の自然災害や火災等の事故及び通信ネットワークを含む情報システムの停止等によ

り、当社グループの事業活動が停滞または停止するような被害を受けた場合には、業績に影響を受ける可

能性があります。

　
(7)財務制限条項

安定的な資金調達を図るため、金融機関からの借入を行っておりますが、当該借入には財務制限条項が付

されております。当社が当該財務制限条項に抵触した場合、期限の利益を喪失し、一括返済を求められる

等、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 主要な技術導入契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

前澤工業株式会社

(当社)
望月  治秀 日本 混気ジェットポンプ

国内の上下水道分野における通常

実施権

平成14年６月より

平成29年５月まで

〃
パサヴァント・ガイ

ガー社
ドイツ

マルチメッシュスク

リーン

特許及びノウハウに基づく製造販

売について日本での独占ライセン

スと販売における外国での非独占

ライセンス

平成16年11月より

平成34年12月まで

〃 オリカ社
オースト

ラリア
MIEX®樹脂処理技術

特許及びノウハウに基づく製造販

売について日本での非独占ライセ

ンス

平成19年３月より

平成29年３月まで

〃 ランドストリー社 オランダ ＯＤ用縦軸攪拌機

ノウハウに基づく製造販売につい

て日本での独占ライセンスと外国

での条件付ライセンス

平成20年11月より

平成30年11月まで

(注)　上記については、ロイヤリティとして売上高の一定率を支払う契約となっております。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は482百万円であり、生活環境分野で使用さ

れる水処理装置及び機器メーカーとして、社会に貢献する製品の開発を進めております。

セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりであります。

　

(1) 環境事業

上水道分野では、重点製品としてMIEX®（帯磁性イオン交換樹脂）による有機物除去システムの販売

を推進しています。MIEX®処理システムは水中に溶存する有機物を除去する新しい処理方式です。財団法

人水道技術研究センターから、有機物低減化処理設備として、浄水施設等技術評価書を受領しておりま

す。有機物、色度、トリハロメタン対策などに有効であり、山形県内へ色度対策として納入しました。

独自技術であるPTFE製膜ろ過は浸漬型、ケーシング収納型を開発し、上水・下水・産業排水向けなどに

実績を積み重ねており、今後もMIEX®処理システムと同様に重点製品として販売推進していきます。

下水道分野では、枯渇資源として注目を集めていますリンについて、水質の更なる改善を目的とした高

度処理システムと組み合わせて、下水や汚泥からのリン回収技術も推進しております。また、財団法人下

水道新技術推進機構から建設技術審査評価書を受領したマルチメッシュスクリーン（MMS）や小型MMSユ

ニット、マエセパプレス（し渣分離脱水機）、エスカルゴ（沈砂分離機）などの技術開発を実施しており

ます。

バイオマス関連では下水・養豚事業でのバイオガスプラントから発生したバイオガスのVPSA（真空圧

力スイング吸着）を用いた精製技術の商品化に向けた開発を推進するとともに、未利用稲わらと下水汚

泥のバイオガス化技術を大学と共同研究しております。

水質試験分野では、分析センターの水質精度管理を向上させたことによって、信頼性を高め、水道法20

条に基づく登録水質検査機関として、高い評価を受けています。クリプトスポリジウムの検査機関として

も高い信頼性を得ております。水質検査は水処理システム、運転維持管理のための評価判定をする指標の

ひとつとして捉えられ重要な位置づけであり、今後も精度管理を徹底し、新たな分析手法・項目に挑戦し

ていきます。

このセグメントの研究開発費は325百万円であります。

　

(2) バルブ事業

バルブ事業では、耐震化や更新を含め維持管理時代にふさわしい製品開発と、安全で安心な飲料水の供

給に寄与するための研究や製品開発に取り組んでおります。又、無駄のない製品群の確立を念頭において

時代に合った製品改良や、自治体との共同研究による製品の開発にも積極的に取り組んでおります。

このセグメントの研究開発費は154百万円であります。

　
(3) メンテナンス事業

メンテナンス事業では、客先ニーズに答えて昨今のゲリラ豪雨に対応できるスイングカム式自動除塵

機の開発や耐食性に優れた汚泥掻寄機用樹脂チェンの改良に積極的に取り組んでおります。

このセグメントの研究開発費は2百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計基準は、「第５　経理

の状況　１　連結財務諸表等　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとお

りであります。

なお、損益及び資産の状況に影響を与える見積りは、過去の実績やその時点での情報に基づき合理的に

判断しておりますが、実際の結果は見積りそのものに不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度の経営成績の概況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1) 業績」

に記載されているとおりであります。

　

(3) 経営成績に影響を与える要因

経営成績に影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載されて

いるとおりであります。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　

(2) キャッシュ・フローの状況」に記載されているとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結グループの当連結会計年度は、木型・金型の更新131百万円など総額497百万円の設備投資を実施し

ました。

なお、資産について、当連結グループ全体での経営資源配分の最適化を考慮し、投資の意思決定を行ってお

り、資産の額について報告セグメントごとに把握することが困難なため、記載を省略しております。

当連結会計年度において、生産能力に重要な影響を及ぼすような設備の売却、滅失はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

アクアテクノセンター
(埼玉県川口市)

設計、工事、販売統
括設備

784 20
48

(5,605)
157 1,010 237

埼玉製造所
(埼玉県幸手市)

弁栓、門扉、機械装
置製造設備

1,483 844
3,295
(92,011)
[961]

278 5,901 215

開発本部
(埼玉県川口市、幸手市)

研究開発 ― ― ― ― ― 18

営業店・営業所 　 　 　 　 　 　 　

本店・東京支店
(東京都中央区)

販売設備 4 ― ― 2 7 26

大阪支店
(大阪市淀川区)

販売設備 6 ― ― 2 8 43

名古屋支店
(名古屋市中村区)

販売設備 3 ―
15
(24)

1 20 19

東北支店他6事業所
(宮城県仙台市他)

販売設備 8 ― ― 4 12 92

厚生施設
(埼玉県上尾市)

その他の設備 72 ―
215

(1,435)
1 289 ―

その他
(栃木県那須町他)

その他の設備 14 58
53

(7,182)
9 136 ―

(注) １  帳簿価額のうち、「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２  上記中土地欄の[外書]は、連結会社以外からの賃借設備[面積㎡]であります。

３  開発本部の土地・建物は一部を除き、アクアテクノセンター及び埼玉製造所に含まれております。
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(2) 国内子会社

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱前澤エンジニアリング
サービス
(埼玉県川口市他)

設計、工事、販売統
括、販売設備

0 ― ― 3 4 190

㈱ウォーテック北海道
(北海道札幌市中央区)

― ― ― ― ― ― 4

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　　　容

普通株式 21,425,54821,425,548
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 21,425,54821,425,548― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成８年５月15日(注) 600,00021,425,548 813 5,233 813 4,794

(注)　有償一般募集

発行価格2,710円、資本組入額1,355円
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(6) 【所有者別状況】

平成24年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 28 33 79 29 ― 4,6254,794 ―

所有株式数
(単元)

― 35,7351,84948.9234,645 ― 122,993214,14511,048

所有株式数
の割合(％)

― 16.68 0.86 22.84 2.16 ― 57.43100.00 ―

(注) １  自己株式3,089,572株は「個人その他」の欄に30,895単元及び「単元未満株式の状況」の欄に72株含まれて

おります。

２  「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

前澤化成工業株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目７番１号 1,229 5.73

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番２丁目13番５号 1,198 5.59

財団法人前澤育英財団 東京都中央区新川１丁目５番17号 1,036 4.83

前澤工業取引先持株会 埼玉県川口市仲町５番11号 913 4.26

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 721 3.36

株式会社大成機工インターナ
ショナル

大阪府大阪市北区梅田１丁目１番３号2700 641 2.99

前澤工業従業員持株会 埼玉県川口市仲町５番11号 488 2.28

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 459 2.14

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 335 1.56

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 322 1.50

計 ― 7,345 34.28

(注)  上記のほか、自己株式が3,089千株（所有株式割合14.42%)あります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 

3,089,500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式 

18,325,000
183,250 ─

単元未満株式
普通株式 

11,048
― ─

発行済株式総数 21,425,548― ―

総株主の議決権 ― 183,250 ―

(注) １  単元未満株式には当社所有の自己株式72株が含まれております。

２  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、500株(議決権5個)含まれておりま

す。

　

② 【自己株式等】

平成24年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
前澤工業株式会社

東京都中央区新川
１丁目５番17号

3,089,500― 3,089,50014.41

計 ― 3,089,500― 3,089,50014.41

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

　 当事業年度における取得自己株式 80 0

　 当期間における取得自己株式 ― ―

　（注）  当期間における取得自己株式には平成24年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

　 　　　の買取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他（　─　） ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 3,089,572 ─ 3,089,572 ─

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成24年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満買取り

及び買増しによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。

  配当につきましては、中長期的な配当性向の目安を30％としておりますが、当該年度及び今後の業績、財

産状況等を勘案し、継続的に配当を行いたいと考えております。

これまで、業績の向上や財務基盤を強化することが第一であると考え配当を見送らせていただいており

ました。厳しい事業環境のなかで、当期を最終年度とする中期３ヵ年経営計画において一定の成果を上げる

ことができ、業績の向上がみられましたことから、当期の期末配当金につきましては、１株当たり２円の復

配をさせていただきました。

内部留保した資金につきましては、経営基盤の充実ならびに将来の事業展開に活用し、将来的な収益の向

上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余

金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当は取締役

会、期末配当は株主総会であります。

　

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成24年８月30日定時株主総会決議 36 2

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年５月 平成21年５月 平成22年５月 平成23年５月 平成24年５月

最高(円) 573 313 254 346 289

最低(円) 203 100 132 131 165

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年12月 平成24年１月 平成24年２月 平成24年３月 平成24年４月 平成24年５月

最高(円) 197 284 242 257 246 243

最低(円) 169 171 201 220 204 200

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

22/97



　

５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
 

代表取締役
　 松　原　　　正 昭和30年９月23日生

昭和53年４月 当社入社

(注）3 27

平成17年４月 環境事業本部環境システム事業部

長兼環境プラント営業部長兼国際

部長

平成17年６月 執行役員

平成18年８月 取締役

平成18年９月 営業統括本部環境システム事業部

長兼国際部長

平成19年２月 代表取締役社長(現)

常務取締役
開発本部長兼
安全管理室担当

矢　尾　　　眞 昭和25年３月27日生

昭和48年４月 当社入社

(注）3 22

平成11年９月 環境事業本部エンジニアリング゛

事業部長

平成14年４月 東部支社東京支店長

平成17年４月 中央研究所長

平成17年６月 執行役員

平成19年８月 取締役

平成20年８月 常務取締役(現)環境事業本部長

平成23年８月 開発本部長兼安全管理室担当(現)

常務取締役
バルブ事業

本部長
三　浦　雅　道 昭和24年12月23日生

昭和47年４月 当社入社

(注）3 20

平成７年４月 総務本部人事部長

平成10年４月 管理本部業務部長

平成13年８月 管理本部人事部長

平成14年10月 バルブ事業本部埼玉製造所業務部

長

平成18年４月 バルブ事業本部埼玉製造所副所長

平成19年４月 管理本部総務・人事部長

平成19年６月 執行役員

平成20年８月 取締役管理本部長

平成22年８月 常務取締役(現)

平成23年８月 バルブ事業本部長(現)

取締役
管理本部長兼

海外推進室長
三田　志津雄 昭和31年１月９日生

平成７年１月 当社入社

(注）3 10

平成16年４月 企画調査室長

平成17年４月 経営企画室長

平成19年６月 執行役員

平成20年８月 取締役(現)

平成21年４月 国際部担当

平成22年６月 管理本部副本部長

平成23年４月 海外推進室長(現)

平成23年８月 管理本部長(現)

取締役 環境事業本部長 田　口　　　繁 昭和29年７月13日生

昭和54年４月 当社入社

(注）3 18

平成17年４月 バルブ事業本部バルブ事業部営業

推進部長

平成19年４月 営業統括本部バルブ事業部長兼バ

ルブ営業部長

平成19年６月 執行役員

平成20年４月 バルブ事業本部バルブ事業部長

平成21年８月 取締役(現)

平成22年８月 バルブ事業本部長

平成23年８月 環境事業本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

バルブ事業本部

副本部長兼埼玉

製造所長

須　永　敏　雄 昭和26年３月２日生

昭和44年４月 当社入社

(注）3 14

平成15年４月 バルブ事業本部バルブ事業部管理

部長

平成16年４月 バルブ事業本部埼玉製造所生産推

進部長

平成19年４月 バルブ事業本部埼玉製造所副所長

兼鋳造部長

平成20年６月 執行役員

平成21年４月 バルブ事業本部埼玉製造所長

（現）

平成22年８月 取締役(現)

平成23年８月 バルブ事業本部副本部長(現)

取締役

環境事業本部

副本部長

兼建設事業部長

兼調達部長

濱　野　茂　樹 昭和36年１月３日生

昭和58年４月 当社入社

(注）3 9

平成11年４月 西部支社広島営業所長

平成16年９月 大阪支店長

平成19年４月 営業統括本部環境システム事業部

長兼国際部長

平成20年４月 環境事業本部環境システム事業部

長

平成20年６月 執行役員

平成21年４月 環境事業本部建設事業部長兼調達

部長（現）

平成22年８月 取締役(現)

平成23年８月 環境事業本部副本部長(現)

取締役
バルブ事業本部

バルブ事業部長
斉　藤　貴　之 昭和28年９月27日生

昭和54年４月 当社入社

(注）3 4

平成16年３月 岡山営業所長

平成18年６月 広島支店長

平成19年４月 大阪支店長

平成20年６月 執行役員

平成22年６月 バルブ事業本部埼玉製造所副所長

平成23年８月 取締役バルブ事業本部バルブ事業

部長(現)

取締役

経営企画室長

兼管理本部

経理部長

滝　口　和　彦 昭和29年９月28日生

昭和55年４月 当社入社

(注）3 5
平成18年４月 管理本部経理部長(現)

平成20年６月 執行役員

平成23年８月 取締役経営企画室長(現)

取締役 　 小　村　　　武 昭和14年９月２日生

昭和38年４月 大蔵省入省

(注）3 ―

平成５年６月 大蔵省大臣官房長

平成７年５月 大蔵省主計局長

平成９年７月 大蔵事務次官

平成13年１月 日本政策投資銀行総裁

平成20年４月 公益財団法人ソルト・サイエンス

研究財団理事長(現)

平成20年６月 株式会社商船三井社外取締役(現)

平成24年８月 当社取締役(現)

監査役
 
常勤

　 軽　部　　　茂 昭和28年４月18日生

昭和51年４月 当社入社

(注）4 10

平成17年４月 バルブ事業本部バルブ事業部営業

技術部長

平成18年９月 営業統括本部バルブ事業部ＣＩＳ

事業推進部長

平成19年９月 営業統括本部バルブ事業部バルブ

営業部長

平成20年４月 バルブ事業本部バルブ事業部バル

ブ営業部長

平成21年４月 バルブ事業本部埼玉製造所生産推

進部長

平成23年４月 バルブ事業本部バルブ事業部副事

業部長

平成23年８月 監査役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 　 安　部　公　己 昭和37年２月15日生

平成４年４月 弁護士登録

(注）5 7平成７年７月 安部公己法律事務所所長(現)

平成18年８月 当社監査役(現)

監査役 　 田　村　紀　彦 昭和15年７月９日生

昭和38年４月 株式会社三菱銀行（現　株式会社

三菱東京UFJ銀行）入社

(注）4 7

平成３年３月 株式会社三菱銀行退社

平成３年４月 田村公認会計士事務所所長（現）

平成３年６月 ジーエルサイエンス株式会社社外

監査役（現）

平成19年８月 当社監査役(現)

監査役 　 大　地　勝　利 昭和20年２月６日生

昭和38年４月 広島国税局入局

(注）6 ―

平成５年７月 東京国税局特別国税調査官

平成11年７月 税務大学校教育第二部教授

平成13年７月 東京国税局統括国税調査官

平成15年７月 大森税務署長

平成16年９月 大地勝利税理士事務所所長(現)

平成24年８月 当社監査役(現)

計 161

　
　

(注)1  取締役小村武は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

(注)2  監査役安部公己、田村紀彦、大地勝利は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

(注)3  取締役の任期は平成24年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

(注)4  監査役軽部茂及び田村紀彦の任期は、平成23年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年５月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

(注)5  監査役安部公己の任期は、平成22年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年５月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

(注)6  監査役大地勝利の任期は、平成24年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年５月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

(注)7  監査役安部公己、田村紀彦、大地勝利は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の

２に定める独立役員であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、「水とともに躍進し、人間らしさを求め、社会に貢献できる魅力ある企業」をめざしておりま

す。株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対し、永続的な事業発展による企業価値の向上を図

り、企業としての社会的使命を果たすことができる信頼性の高い経営を実現するために、経営の透明性、

効率性を高め、業務執行および経営の監督の徹底を図ることを、コーポレート・ガバナンスの基本的な考

え方としております。

　

①  企業統治の体制

イ  企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

取締役会は、平成24年８月30日現在で社外取締役１名を含む10名で構成され、法令もしくは定款に定

められた事項、経営に関する重要な事項など、経営上の意思決定を行うとともに、取締役の業務執行の

監督を行っております。

また、当社では監査役制度を採用しており、監査役会は、平成24年８月30日現在で社外監査役３名を

含む監査役４名で構成され、監査役会で定めた監査の方針や職務の分担等に従い、監査役は監査を実施

しております。独立的な立場や専門的な見地から監査を実施することにより、監査の充実が図られてお

ります。

さらに、監査役会、社内監査部門および会計監査人の三者は、定期的に情報交換や意見交換などの連

携を図っており、それぞれの監査の実効性を確保しております。

以上により、業務執行及び経営の監督の徹底を図っております。
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ロ  内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、業務の適正と効率を確保するために、内部統制システムが適正に整備、運用されていること

が必要不可欠であることを認識し、会社法、金融商品取引法及び株式会社東京証券取引所が定める上場

ルール、ならびに企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針等に基づき、内部統制システム

に係る基本方針を取締役会の決議により定め、この方針の下で同システムの整備、運用を図ります。ま

た、社会経済情勢その他環境の変化に応じて適時適切に見直しを行い、その充実を図ってまいります。

さらに、コンプライアンスについても重視しており、企業行動規範を制定し、代表取締役社長以下役

付取締役と外部有識者（弁護士）を委員とするコンプライアンス委員会を中心に、社内啓蒙活動を展

開し、法令・社内諸規則の遵守徹底および企業倫理の維持向上に取り組んでおります。

また、企業倫理ヘルプラインにより、コンプライアンス上疑義のある事実について、通常の職制ルー

トを介さずにコンプライアンス委員会へ報告する体制をとっております。

　

ハ  責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第

423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号の額

の合計額としております。

　

②  内部監査及び監査役監査の状況

代表取締役社長の直轄組織として法務・監査部（人員５名）を設置し、内部監査を実施しておりま

す。各部門の業務監査ならびに社長特命による監査を実施し、業務執行上の問題点の把握を行い、社長

に報告しております。

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受けております。監査役

は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査しております。また、内部統制システムの状況を監視及び検証し、さらに

財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人から当該内部統制の評価及び監査の状

況について報告を受けております。

なお、社外監査役田村紀彦氏は公認会計士の資格を有し、また、社外監査役大地勝利氏は、税理士の資

格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　

③  会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は江部安弘および川田圭介であり、ＳＫ東京監査法人に

所属しております。監査年数は江部安弘が１年、川田圭介が２年であります。また、当社の会計監査業務

に係る補助者は、公認会計士２名、その他７名であります。
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④  社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であります。当社が定める社外役員の独立性に関する基

準の「独立役員認定基準」（＊）により、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

係はなく独立性を有していると考え、社外役員として選任しております。

社外取締役小村武氏は、公益財団法人ソルト・サイエンス研究財団理事長及び株式会社商船三井社

外取締役を兼務しておりますが、同財団及び同社と当社との間に特別の利害関係はありません。社外監

査役安部公己氏は安部公己法律事務所所長を兼務しておりますが、同事務所と当社との間に特別の利

害関係はありません。社外監査役田村紀彦氏は田村公認会計士事務所所長及びジーエルサイエンス株

式会社社外監査役を兼務しておりますが、同事務所及び同社と当社との間に特別の利害関係はありま

せん。社外監査役大地勝利氏は大地勝利税理士事務所所長を兼務しておりますが、同事務所と当社との

間に特別の利害関係はありません。

社外取締役が、取締役会において、企業社会一般の価値観や社内の発想とは異なる視点など、独立し

た立場からの意見を述べることにより、客観性が保たれるものと考えております。また、社外監査役が、

専門的、豊富な経験と高い見識に基づき、独立した立場から監査を行うことにより、客観性が保たれる

ものと考えております。

社外取締役小村武氏は、わが国の経済運営や金融に携わった長年の経験と企業経営に関する豊富な

知見を有しており、経営的な見地から社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しておりま

す。社外監査役安部公己氏は、当期開催の取締役会14回全て出席、監査役会13回全て出席し、必要に応じ

弁護士としての専門的見地から発言を行っております。社外監査役田村紀彦氏は、当期開催の取締役会

14回全て出席、監査役会13回全て出席し、必要に応じ公認会計士としての専門的見地から発言を行って

おります。社外監査役大地勝利氏は、税務に携わった長年の経験と税理士として会計・税務に関する豊

富な知見を有しており、社外監査役の職務を適切に遂行できると判断しております。

　

（＊）「独立役員認定基準」（平成24年５月24日制定）

当会社は、当会社の社外取締役または社外監査役のうち、一般株主と利益相反が生じるおそれのな

い者を当会社および当会社の経営陣から独立した存在（以下、「独立役員」という。）であると認定

する基準を次のとおり定める。

１． 当会社において、独立役員であるというためには、会社法第2条第15号に規定する社外取締役で

あって、会社法施行規則第２条第３項第５号に規定する社外役員に該当する者、または、会社法第

２条第16号に定める社外監査役であって、会社法施行規則第２条第３項第５号に規定する社外役

員に該当する者でなければならない。

２． 当会社において、独立役員であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはな

らない。

　① 当会社の親会社または兄弟会社の業務執行者

　② 当会社を主要な取引先とする者もしくはその業務執行者、または当会社の主要な取引先もしくは

その業務執行者

　③ 当会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家また

は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する

者）

　④ 最近において①から③までに掲げる事由のいずれかに該当していた者

　⑤ 次の(a)から(c)までのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者

(a) 上記①から④までに掲げる事由のいずれかに該当する者
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(b) 当会社またはその子会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあって

は、業務執行者でない取締役または会計参与（当該会計参与が法人である場合は、その職務を

行うべき社員を含む。以下同じ。）を含む。）

(c) 最近において前(b)に該当していた者

３． 当会社において、独立役員であるというためには、その他、当会社の一般株主全体との間で上記

１および２により考慮されている事由以外の事情においても恒常的に実質的な利益相反が生じる

おそれのない人物であることを要する。

　

⑤  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

94 94 ─ ─ ─ 10

監査役
(社外監査役を除く。)

12 12 ─ ─ ─ 2

社外役員 17 17 ─ ─ ─ 4

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

記載すべき重要な事項はありません。

　

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬限度額は、平成19年８月30日開催の第61回定時株主総会において年額200百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。監査役の報酬限度額は、平成19年

８月30日開催の第61回定時株主総会において年額40百万円以内と決議いただいております。また、報

酬額の決定は、取締役は取締役会決議により、監査役は監査役の協議により決定しております。

　

⑥  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                       21銘柄

貸借対照表計上額の合計額  1,518百万円

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

29/97



　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　　　　（前事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

前澤給装工業㈱ 624,300 694
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

前澤化成工業㈱ 879,180 657
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

三井住友トラスト・ホー
ルディングス㈱

480,000 133
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱みずほフィナンシャル
グループ

377,940 48
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱植木組 107,000 16
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

39,680 14
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱りそなホールディング
ス

26,600 9
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

西部電機㈱ 23,200 7
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

日本ギア工業㈱ 20,000 6
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

みずほ信託銀行㈱ 60,000 4
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

トーヨーコーケン㈱ 44,000 3
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

日本上下水道設計㈱ 8 0
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

（注）開示対象となる上場株式が30銘柄に満たないため、全ての上場銘柄について記載しております。

 

　　　　（当事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

前澤化成工業㈱ 879,180 676
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

前澤給装工業㈱ 624,300 628
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

三井住友トラスト・ホー
ルディングス㈱

480,000 95
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱みずほフィナンシャル
グループ

410,340 47
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱植木組 107,000 16
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

39,680 13
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

西部電機㈱ 23,200 9
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

㈱りそなホールディング
ス

26,600 7
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

日本ギア工業㈱ 20,000 6
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

トーヨーカネツ㈱ 26,400 4
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

日本上下水道設計㈱ 8 0
取引関係の維持・強化を目的とし
て保有しております。

（注）開示対象となる上場株式が30銘柄に満たないため、全ての上場銘柄について記載しております。
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ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　　

⑦  取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は、

累積投票とよらないものとする旨を定款で定めております。

　

⑨  取締役会で決議できる株主総会決議事項

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

また、当社は、株主への機動的な利益還元を行うために、取締役会の決議によって、毎年11月30日を基

準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を図るため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款で定めております。
　

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 31 ─ 31 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 31 ─ 31 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　
④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号）に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年６月１日から平成24

年５月31日まで)及び事業年度(平成23年６月１日から平成24年５月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、ＳＫ東京監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備す

るため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報等を得ております。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

32/97



１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※２
 7,344

※２
 9,285

受取手形及び売掛金 ※２, ※３
 6,320

※２, ※３
 6,522

有価証券 3 3

商品及び製品 ※２
 1,303

※２
 1,630

仕掛品 ※２
 1,406

※２
 1,243

原材料及び貯蔵品 ※２
 553

※２
 924

前払費用 48 50

繰延税金資産 12 14

その他 ※４
 376

※４
 371

貸倒引当金 △8 △2

流動資産合計 17,362 20,042

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,358 7,376

減価償却累計額 △4,859 △4,998

建物及び構築物（純額） ※２
 2,498

※２
 2,377

機械装置及び運搬具 5,791 6,034

減価償却累計額 △5,046 △5,110

機械装置及び運搬具（純額） 744 923

工具、器具及び備品 4,169 4,224

減価償却累計額 △3,700 △3,763

工具、器具及び備品（純額） 469 460

土地 ※２
 3,629

※２
 3,629

建設仮勘定 2 －

有形固定資産合計 7,344 7,391

無形固定資産 659 513

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 1,611

※２
 1,518

長期貸付金 56 45

長期前払費用 81 47

繰延税金資産 32 34

その他 ※１, ※２
 196

※１, ※２
 185

貸倒引当金 △19 △8

投資その他の資産合計 1,958 1,823

固定資産合計 9,963 9,728

資産合計 27,325 29,771

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

33/97



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,980 7,278

1年内償還予定の社債 66 226

リース債務 73 404

未払金 614 689

未払賞与 277 309

未払法人税等 208 112

前受金 904 914

工事損失引当金 1 17

完成工事補償引当金 50 －

その他 251 469

流動負債合計 9,427 10,422

固定負債

社債 101 625

長期借入金 ※２
 2,500

※２
 2,500

退職給付引当金 1,743 1,976

役員退職慰労引当金 5 －

長期未払金 22 38

リース債務 274 580

繰延税金負債 99 86

固定負債合計 4,746 5,806

負債合計 14,174 16,229

純資産の部

株主資本

資本金 5,233 5,233

資本剰余金 4,794 4,794

利益剰余金 4,289 4,772

自己株式 △1,007 △1,007

株主資本合計 13,311 13,794

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △160 △252

その他の包括利益累計額合計 △160 △252

純資産合計 13,151 13,541

負債純資産合計 27,325 29,771
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

売上高 26,336 26,141

売上原価 ※１, ※２
 21,055

※１, ※２
 20,569

売上総利益 5,280 5,572

販売費及び一般管理費 ※３, ※４
 4,534

※３, ※４
 4,926

営業利益 745 646

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 54 56

助成金収入 10 17

業務受託料 － 16

その他 15 26

営業外収益合計 83 120

営業外費用

支払利息 70 116

支払手数料 29 46

社債発行費 6 32

手形売却損 11 1

売上債権売却損 3 0

有価証券売却損 － 0

その他 2 3

営業外費用合計 123 201

経常利益 706 565

特別利益

貸倒引当金戻入額 10 －

完成工事補償引当金戻入額 － 50

固定資産売却益 ※５
 10 －

特別利益合計 20 50

特別損失

固定資産除却損 ※６
 15

※６
 17

固定資産売却損 ※７
 0 －

ゴルフ会員権評価損 8 0

投資有価証券評価損 15 0

貸倒引当金繰入額 0 －

特別損失合計 40 17

税金等調整前当期純利益 686 597

法人税、住民税及び事業税 194 132

法人税等調整額 82 △17

法人税等合計 276 115

少数株主損益調整前当期純利益 410 482

当期純利益 410 482
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 410 482

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △109 △92

その他の包括利益合計 △109 ※１
 △92

包括利益 301 390

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 301 390

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,233 5,233

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,233 5,233

資本剰余金

当期首残高 4,794 4,794

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,794 4,794

利益剰余金

当期首残高 3,847 4,289

当期変動額

連結範囲の変動 31 －

当期純利益 410 482

当期変動額合計 442 482

当期末残高 4,289 4,772

自己株式

当期首残高 △1,007 △1,007

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △1,007 △1,007

株主資本合計

当期首残高 12,869 13,311

当期変動額

連結範囲の変動 31 －

当期純利益 410 482

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 442 482

当期末残高 13,311 13,794

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

37/97



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △50 △160

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109 △92

当期変動額合計 △109 △92

当期末残高 △160 △252

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △50 △160

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109 △92

当期変動額合計 △109 △92

当期末残高 △160 △252

純資産合計

当期首残高 12,818 13,151

当期変動額

連結範囲の変動 31 －

当期純利益 410 482

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △109 △92

当期変動額合計 332 390

当期末残高 13,151 13,541
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 686 597

減価償却費 574 630

引当金の増減額（△は減少） △301 187

受取利息及び受取配当金 △58 △59

支払利息 70 116

支払手数料 27 44

社債発行費 6 32

投資有価証券評価損益（△は益） 15 0

有価証券売却損益（△は益） － 0

固定資産売却損益（△は益） △10 －

固定資産除却損 15 17

売上債権の増減額（△は増加） △744 6

たな卸資産の増減額（△は増加） 571 △533

仕入債務の増減額（△は減少） 552 219

前受金の増減額（△は減少） △443 10

未払消費税等の増減額（△は減少） △41 140

未払賞与の増減額（△は減少） △157 32

その他の流動資産の増減額（△は増加） 0 △134

その他の流動負債の増減額（△は減少） 82 162

その他 125 9

小計 972 1,479

利息及び配当金の受取額 58 59

利息の支払額 △57 △114

法人税等の支払額 △180 △323

法人税等の還付額 7 38

営業活動によるキャッシュ・フロー 801 1,139

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △305 △406

有形固定資産の除却による支出 △7 △2

有形固定資産の売却による収入 0 929

無形固定資産の取得による支出 △62 △42

無形固定資産の売却による収入 53 79

投資有価証券の取得による支出 － △300

投資有価証券の売却による収入 － 299

貸付けによる支出 △3 －

貸付金の回収による収入 8 11

その他 8 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △310 565
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 4,320 1,550

短期借入金の返済による支出 △4,320 △1,550

長期借入れによる収入 2,500 －

社債の発行による収入 191 767

社債の償還による支出 △33 △116

支払手数料の支払額 △85 △19

リース債務の返済による支出 △30 △393

自己株式の増減額（△は増加） 0 △0

配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,542 238

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,033 1,944

現金及び現金同等物の期首残高 4,038 7,133

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 61 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 7,133

※１
 9,077
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　2社

連結子会社の名称

㈱前澤エンジニアリングサービス

㈱ウォーテック北海道

　

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

該当会社はありません。

(2) 持分法を適用した関連会社数

該当会社はありません。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

PFI大久保テクノリソース㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないた

め、持分法の適用から除外しております。

　
３　連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

　
４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

(時価のあるもの)

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)によっております。

(時価のないもの)

移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ

　時価法によっております。

③　たな卸資産

主に、先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

ただし、未成工事支出金については個別法によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

旧定率法及び旧定額法によっております。

建物…旧定率法及び旧定額法

その他…旧定率法

(平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については、旧定額法を採用しており

ます。)

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア(自社利用分)については社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

発生時に全額費用として処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

②　工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末の手持受注工事のうち、損失発生の可能性が

高く、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能な工事について、損失見込額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、発生年度に全額損益処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合

工事進行基準によっております。

・上記の要件を満たさない場合

工事完成基準によっております。

・決算日における工事進捗度の見積方法

工事進行基準における原価比例法
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるので、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。

④　ヘッジ有効性の評価方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているので連結決算日における有効性の評価を省略して

おります。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

　
【未適用の会計基準等】

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　
１　概要

(1) 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法の見直し

(2) 退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直し

(3) 開示の拡充

　

２　適用予定日

「１　概要」の(1)及び(3)等については、平成25年６月１日以後開始する連結会計年度の年度末に係る連

結財務諸表から適用

「１　概要」の(2)等については、平成26年６月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用

　
３　当該会計基準等の適用による影響

連結財務諸表作成時において連結財務諸表に与える影響は、現在評価中です。

　
【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
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当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。

　

（連結納税制度の適用）

当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。

　

（役員退職慰労金制度の廃止）

連結子会社である㈱前澤エンジニアリングサービスは、平成23年７月開催の取締役会において、役員退

職慰労金制度を平成23年７月開催の定時株主総会終結の時をもって廃止することを決議いたしました。

また、当該株主総会において、これまでの在任期間に応じた役員退職慰労金を各役員の退任時に支給する

ことが決議されました。これにより、「役員退職慰労引当金」（９百万円）を固定負債の「長期未払金」

へ振り替えております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資その他の資産

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

その他(関係会社株式) 4百万円 4百万円

※２　担保資産

下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供しております。

投資その他の資産

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

その他(関係会社株式) 1百万円 1百万円

また、下記の資産を買掛金（ファクタリング取引）の担保に供しております。

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

現金及び預金 150百万円 150百万円

受取手形 184百万円 548百万円

合計 334百万円 698百万円

また、下記の資産を長期借入金（2,500百万円）の担保に供しております。

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

建物及び構築物 2,460百万円 2,343百万円

土地 3,629百万円 3,629百万円

投資有価証券 1,368百万円 1,311百万円

合計 7,458百万円 7,284百万円

なお、期末現在該当する債務はありませんが、担保に供している資産は下記のとおりです。

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

売掛金 261百万円 490百万円

製品 1,303百万円 1,630百万円

仕掛品 1,251百万円 1,126百万円

原材料 528百万円 849百万円

投資有価証券 229百万円 193百万円

合計 3,575百万円 4,290百万円

※３　手形債権流動化による譲渡高

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

　 1,628百万円 453百万円

※４　(前連結会計年度)

手形債権流動化による受取手形譲渡代金306百万円が流動資産のその他（未収入金）に含まれており

ます。

　

(当連結会計年度)

手形債権流動化による受取手形譲渡代金101百万円が流動資産のその他（未収入金）に含まれており

ます。
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(連結損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

売上原価 32百万円 21百万円

※２　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

　 20百万円 41百万円

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

運賃梱包費 370百万円 380百万円

貸倒損失及び貸倒引当金繰入額 7百万円 ―百万円

従業員給与手当 1,691百万円 1,713百万円

退職給付費用 137百万円 274百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円 3百万円

福利厚生費 310百万円 328百万円

旅費交通費 234百万円 252百万円

減価償却費 117百万円 139百万円

賃借料 204百万円 222百万円

研究開発費 409百万円 482百万円

※４　一般管理費に含まれる研究開発費

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

　 409百万円 482百万円

※５　固定資産売却益の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

ゴルフ会員権 10百万円 ―百万円

※６　固定資産除却損の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

建物及び構築物 2百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 2百万円 3百万円

工具、器具及び備品 2百万円 2百万円

ソフトウエア ―百万円 7百万円

固定資産撤去費用 7百万円 2百万円

合計 15百万円 17百万円

※７　固定資産売却損の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 ―百万円
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年６月１日  至  平成24年５月31日)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 △92百万円

  組替調整額 ―  〃

    税効果調整前 △92百万円

    税効果額 ―  〃

    その他有価証券評価差額金 △92百万円

その他の包括利益合計 △92百万円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自  平成22年６月１日  至  平成23年５月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,425,548 ― ― 21,425,548

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,089,526 6 40 3,089,492

(変動事由の概要)

  単元未満株式の買取による増加       6株

  単元未満株式の買増請求による減少  40株

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

    該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

    該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年６月１日  至  平成24年５月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,425,548 ― ― 21,425,548

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,089,492 80 ― 3,089,572

(変動事由の概要)

  単元未満株式の買取による増加      80株
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３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

    該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年８月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 36 2.00平成24年５月31日 平成24年８月31日
　

次へ
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

現金及び預金勘定 7,344百万円 9,285百万円

有価証券勘定 3百万円 3百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △214百万円 △211百万円

現金及び現金同等物 7,133百万円 9,077百万円

　

※２ 重要な非資金取引の内容

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

ファイナンス・リースによる
資産の取得

360百万円 1,025百万円

　

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、生産設備（機械及び装置）であります。

・無形固定資産

主として、基幹システム（ソフトウエア）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

　

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

１年以内 4百万円 2百万円

１年超 9百万円 6百万円

合計 14百万円 9百万円
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達について

は主に銀行借入による方針であります。なお、投機的な取引は行わない方針であります。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、短期借入金は主に営業

取引に係る資金調達であり、固定金利で調達しております。

なお、長期借入金の金利は、変動金利でありますが、金利スワップ契約を締結し、実質的な利払いを固定

化し、金利の変動リスクに対応しております。

これら営業債務、短期借入金及び長期借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、適時に資金繰計

画を作成・更新する等の方法により管理しております。

　
２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

前連結会計年度(平成23年５月31日)
　

　
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 7,344 7,344 ─

(2) 受取手形及び売掛金 6,320 6,320 ─

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

    その他有価証券 1,598 1,598 ─

資産計 15,263 15,263 ─

(1) 支払手形及び買掛金 6,980 6,980 ─

(2) 長期借入金 2,500 2,501 1

負債計 9,480 9,481 1

デリバティブ取引 ─ ─ ─
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当連結会計年度(平成24年５月31日)
　

　
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 9,285 9,285 ―

(2) 受取手形及び売掛金 6,522 6,522 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

    その他有価証券 1,506 1,506 ―

資産計 17,313 17,313 ―

(1) 支払手形及び買掛金 7,278 7,278 ―

(2) 長期借入金 2,500 2,510 10

負債計 9,778 9,789 10

デリバティブ取引 ― ― ―

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　
(3) 有価証券及び投資有価証券

投資有価証券はすべて株式であるため、時価は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

負  債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　
(2) 長期借入金

変動金利である長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体

として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率

で割り引いて算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：百万円)

区分
前連結会計年度

（平成23年５月31日）
当連結会計年度

（平成24年５月31日）

関係会社株式 4 4

非上場株式 12 12

公社債投信 3 3

合計 21 21

　
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。

　
(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成23年５月31日)
　

　
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 7,344 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 6,320 ─ ─ ─

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの ─ ─ ─ ─

合計 13,664 ─ ─ ─

　

当連結会計年度(平成24年５月31日)
　

　
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 9,285 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 6,522 ─ ─ ─

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの ─ ─ ─ ─

合計 15,807 ─ ─ ─

　

(注４)社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」を参照ください。
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(有価証券関係)

１.その他有価証券

前連結会計年度(平成23年５月31日)
　

種別
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

(1) 株式 914 706 208

小計 914 706 208

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

(1) 株式 683 1,052 △368

小計 683 1,052 △368

合計 1,598 1,758 △160

（注）公社債投信（連結貸借対照表計上額  3百万円）及び非上場株式（連結貸借対照表計上額  12百万円）について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

　
当連結会計年度(平成24年５月31日)

　

種別
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

(1) 株式 709 607 102

小計 709 607 102

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

(1) 株式 796 1,150 △354

小計 796 1,150 △354

合計 1,506 1,758 △252

（注）公社債投信（連結貸借対照表計上額  3百万円）及び非上場株式（連結貸借対照表計上額  12百万円）について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

　
２.連結会計年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

　
３.減損処理を行ったその他有価証券

前連結会計年度(自  平成22年６月１日  至  平成23年５月31日)

上記１の表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において

減損処理を行い、投資有価証券評価損を15百万円計上しております。また、減損処理を行うにあたっ

ては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。

　

当連結会計年度(自  平成23年６月１日  至  平成24年５月31日)

該当事項はありません。

次へ
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(デリバティブ取引関係)

　　１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　該当事項はありません。

　　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　金利関連

前連結会計年度(平成23年５月31日)

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(百万円)

契約額のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 2,500 2,500 （注）
支払固定・受取変動

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

  

当連結会計年度(平成24年５月31日)

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(百万円)

契約額のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 2,500 2,500 （注）
支払固定・受取変動

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

  

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の一部は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、連結子会社の一部は、中小企業退職金共済制度に加入しております。
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２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

①　退職給付債務 △5,276百万円 △5,274百万円

②　年金資産 3,533百万円 3,298百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △1,743百万円 △1,976百万円

④　連結貸借対照表計上額純額(③) △1,743百万円 △1,976百万円

⑤　退職給付引当金(④) △1,743百万円 △1,976百万円

　

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

①　勤務費用 253百万円 249百万円

②　利息費用 85百万円 68百万円

③　期待運用収益 ─百万円 ─百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 △21百万円 303百万円

⑤　退職給付費用(①＋②＋③＋④) 317百万円 621百万円

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

②　割引率

　

前連結会計年度
(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

1.3％ 1.0％

　

③　期待運用収益率

　

前連結会計年度
(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

0.0％ 0.0％

　

④　数理計算上の差異の処理年数

発生年度に全額損益処理しております。

　
（ストック・オプション等関係）

　 該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動資産)

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

未払事業税等 24百万円 24百万円

未払社会保険料 14百万円 16百万円

未払賞与 112百万円 117百万円

工事損失引当金 0百万円 6百万円

完成工事補償引当金 20百万円 ―百万円

棚卸資産評価減 59百万円 64百万円

その他 0百万円 4百万円

繰延税金資産(流動資産)小計 232百万円 233百万円

評価性引当額 △220百万円 △219百万円

繰延税金資産(流動資産)合計 12百万円 14百万円

　 　 　

繰延税金負債(流動負債) 　 　

貸倒引当金 △0百万円 ―百万円

繰延税金資産(流動資産)の純額 11百万円 14百万円

　
繰延税金資産(投資その他の資産)

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

役員退職慰労引当金 2百万円 ―百万円

長期未払金(役員退職慰労金分) 2百万円 6百万円

減価償却費 76百万円 60百万円

その他有価証券、ゴルフ会員権減損額 219百万円 192百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円 2百万円

退職給付引当金 707百万円 703百万円

固定資産減損損失 57百万円 50百万円

その他有価証券評価差額金 64百万円 89百万円

税務上の繰越欠損金 4,192百万円 3,374百万円

その他 10百万円 9百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)小計 5,336百万円 4,488百万円

評価性引当額 △5,303百万円 △4,454百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)合計 32百万円 34百万円

　 　 　

繰延税金負債(固定負債) 　 　

固定資産圧縮積立金 △99百万円 △86百万円

繰延税金負債(固定負債)合計 △99百万円 △86百万円

　 　 　

繰延税金資産(固定資産)の純額 △66百万円 △51百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

法定実効税率 ─ 40.4％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 ─ 5.3〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ─ △1.6〃

住民税均等割等 ─ 4.7〃

評価性引当額の増減 ─ △138.4〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ─ 106.4〃

連結子会社との税率差異 ─ 1.4〃

その他 ─ 1.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ─ 19.2％

（注）前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始

する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、平成24年６月１

日に開始する連結会計年度から平成26年６月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異に

ついては37.8％に、平成27年６月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異について

は35.4％となります。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は

8百万円減少し、法人税等調整額は8百万円減少しております。

　

(資産除去債務関係)

　当社グループは、不動産賃貸借契約に基づき事務所の退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来において移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計

上しておりません。
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(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて包括的な

戦略を立案し、事業展開しております。また、連結子会社は、各事業本部と連携しながら独立した経営単位と

して、取り扱う製品・サービスについて事業展開しております。　

したがって、当社グループは、当社及び連結子会社における製品・サービス別セグメントから構成されて

おり、「環境事業」、「バルブ事業」、「メンテナンス事業」の３つを報告セグメントとしております。　

「環境事業」は、上下水道用水処理機械設備、産業用水処理機械設備、土壌・地下水汚染浄化設備、有機性

廃棄物資源化設備等に関する事業を行っております。「バルブ事業」は、上下水道用弁・栓・門扉等に関す

る事業を行っております。「メンテナンス事業」は、上下水道用設備・機器の修繕・据付工事、維持管理等

に関する事業を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。また、セグメント間の内部収益及び振替高

は市場実勢価格に基づいております。

資産については、当連結グループ全体での経営資源配分の最適化を考慮し、投資の意思決定を行っており

ます。したがって、報告セグメントの資産の額については、報告セグメントごとに把握することが困難なた

め、記載しておりません。　
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年６月１日  至  平成23年５月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２環境事業 バルブ事業

メンテナ
ンス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 12,343 9,154 4,83726,336 ― 26,336

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

198 471 71 740 △740 ―

計 12,541 9,626 4,90927,077△740 26,336

セグメント利益又は損失（△） 384 △60 384 708 37 745

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 146 411 16 574 ― 574

　（注）１　調整額はセグメント間取引消去であります。

　（注）２　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
当連結会計年度(自  平成23年６月１日  至  平成24年５月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２環境事業 バルブ事業

メンテナ
ンス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 11,693 8,982 5,46626,141 ― 26,141

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

118 448 44 612 △612 ―

計 11,811 9,431 5,51026,753△612 26,141

セグメント利益又は損失（△） 323 △334 609 599 46 646

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 174 438 17 630 ― 630

　（注）１　調整額はセグメント間取引消去であります。

　（注）２　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年６月１日　至　平成23年５月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 環境事業 バルブ事業 メンテナンス事業 合計

外部顧客への売上高 12,343 9,154 4,837 26,336

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しています。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本下水道事業団 2,796 環境事業、メンテナンス事業

　

当連結会計年度(自　平成23年６月１日　至　平成24年５月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 環境事業 バルブ事業 メンテナンス事業 合計

外部顧客への売上高 11,693 8,982 5,466 26,141

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

　

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しています。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本下水道事業団 2,207 環境事業、メンテナンス事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

　
【関連当事者情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

前澤工業株式会社(E01672)

有価証券報告書

61/97



　

(１株当たり情報)
　

前連結会計年度
(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

１株当たり純資産額 717.22円１株当たり純資産額 738.53円

１株当たり当期純利益金額 22.39円１株当たり当期純利益金額 26.33円

(注) １.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
項　　　目

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当連結会計年度
(平成24年５月31日)

　

　

連結貸借対照表の純資産
の部の合計額(百万円)

13,151 13,541

　 普通株式に係る純資産額(百万円) 13,151 13,541

　

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額と1株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る連結会計年
度末の純資産額との差額(百万円)

─ ―

　 普通株式の発行済株式数（千株） 21,425 21,425

　 普通株式の自己株式数（千株） 3,089 3,089

　

1株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数（千株）

18,336 18,335

　

３.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

連結損益計算書上の当期純利益
(百万円)

410 482

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ―

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

410 482

普通株式の期中平均株式数
(千株)

18,336 18,336

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

  【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

前澤工業㈱ 第１回無担保社債
平成23年
７月25日

―
450
(100)

0.840無担保社債
平成28年
７月25日

㈱前澤エンジニア
リングサービス

第１回無担保社債
平成22年
９月16日

83
49
(34)

1.955無担保社債
平成25年
９月13日

〃 第２回無担保社債
平成22年
９月27日

84
52
(32)

0.730無担保社債
平成25年
９月27日

〃 第３回無担保社債
平成24年
３月21日

―
200
(40)

0.630無担保社債
平成29年
３月21日

〃 第４回無担保社債
平成24年
３月26日

―
100
(20)

0.790無担保社債
平成29年
３月24日

合計 ― ― 167
851
(226)

― ― ―

(注) １．「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

　
２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

226 195 160 160 110

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 73 404 2.343 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,500 2,500 2.970平成25年９月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

274 580 2.022
平成25年６月25日～
平成29年３月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,848 3,484 ― ―

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額
　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,500 ― ― ―

リース債務 414 97 66 1

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 2,860 8,630 16,390 26,141

税金等調整前当期純
利益又は
税金等調整前四半期
純損失(△)

(百万円) △881 △1,086 △159 597

当期純利益又は四半
期純損失(△)

(百万円) △857 △1,072 △203 482

１株当たり当期純利
益又は
四半期純損失(△)

(円) △46.77 △58.52 △11.08 26.33

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益又は
１株当たり
四半期純損失(△)

(円) △46.77 △11.75 47.43 37.41
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年５月31日)

当事業年度
(平成24年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,443 6,673

受取手形 ※２, ※４
 724

※２, ※４
 2,228

売掛金 ※１, ※２
 5,488

※１, ※２
 4,308

商品及び製品 ※２
 1,303

※２
 1,630

仕掛品 ※２
 1,374

※２
 1,173

原材料及び貯蔵品 ※２
 553

※２
 920

前払費用 39 40

短期貸付金 ※１
 6

※１
 21

未収入金 ※１, ※５
 384

※１, ※５
 448

その他 31 151

貸倒引当金 △9 △3

流動資産合計 15,340 17,594

固定資産

有形固定資産

建物 5,921 5,933

減価償却累計額 △3,716 △3,834

建物（純額） ※２
 2,204

※２
 2,099

構築物 1,436 1,441

減価償却累計額 △1,143 △1,163

構築物（純額） ※２
 293

※２
 277

機械及び装置 5,684 5,927

減価償却累計額 △4,951 △5,013

機械及び装置（純額） 733 914

車両運搬具 106 106

減価償却累計額 △94 △97

車両運搬具（純額） 11 9

工具、器具及び備品 4,149 4,206

減価償却累計額 △3,685 △3,749

工具、器具及び備品（純額） 464 457

土地 ※２
 3,629

※２
 3,629

建設仮勘定 2 －

有形固定資産合計 7,338 7,387

無形固定資産

ソフトウエア 143 473

ソフトウエア仮勘定 464 －

施設利用権 0 0

その他 17 17

無形固定資産合計 625 491
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年５月31日)

当事業年度
(平成24年５月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 1,611

※２
 1,518

関係会社株式 ※２
 104

※２
 104

出資金 0 0

従業員に対する長期貸付金 30 20

関係会社長期貸付金 26 24

破産更生債権等 11 0

長期前払費用 81 47

その他 170 170

貸倒引当金 △19 △8

投資その他の資産合計 2,017 1,879

固定資産合計 9,981 9,757

資産合計 25,322 27,352

負債の部

流動負債

支払手形 ※１, ※６
 2,843

※１
 3,127

買掛金 ※１
 3,751

※１
 3,325

1年内償還予定の社債 － 100

リース債務 73 404

未払金 558 587

未払賞与 233 261

未払法人税等 47 43

前受金 823 854

預り金 189 318

工事損失引当金 1 17

完成工事補償引当金 50 －

営業外支払手形 － ※１
 384

その他 ※１
 48

※１
 109

流動負債合計 8,620 9,533

固定負債

社債 － 350

長期借入金 ※２
 2,500

※２
 2,500

退職給付引当金 1,518 1,727

長期未払金 22 29

リース債務 274 580

繰延税金負債 99 86

固定負債合計 4,415 5,273

負債合計 13,035 14,807
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年５月31日)

当事業年度
(平成24年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,233 5,233

資本剰余金

資本準備金 4,794 4,794

資本剰余金合計 4,794 4,794

利益剰余金

利益準備金 561 561

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 147 156

別途積立金 1,500 1,500

繰越利益剰余金 1,216 1,559

利益剰余金合計 3,425 3,776

自己株式 △1,007 △1,007

株主資本合計 12,446 12,797

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △160 △252

評価・換算差額等合計 △160 △252

純資産合計 12,286 12,545

負債純資産合計 25,322 27,352
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当事業年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

売上高 22,087 21,134

売上原価

製品期首たな卸高 1,867 1,303

当期製品製造原価 17,209 17,058

当期製品仕入高 197 328

合計 19,274 18,689

製品期末たな卸高 1,303 1,630

他勘定振替高 ※１
 1

※１
 5

売上原価合計 ※２, ※３
 17,968

※２, ※３
 17,053

売上総利益 4,118 4,081

販売費及び一般管理費 ※４, ※５
 3,808

※４, ※５
 4,121

営業利益又は営業損失（△） 309 △40

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 ※６
 216

※６
 262

受取技術料 ※６
 35

※６
 47

助成金収入 10 17

その他 14 43

営業外収益合計 279 373

営業外費用

支払利息 67 112

支払手数料 28 46

社債発行費 － 22

手形売却損 11 1

売上債権売却損 3 0

有価証券売却損 － 0

その他 2 3

営業外費用合計 112 187

経常利益 477 145

特別利益

固定資産売却益 ※７
 10 －

貸倒引当金戻入額 8 －

完成工事補償引当金戻入額 － 50

特別利益合計 18 50
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当事業年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※８
 13

※８
 16

固定資産売却損 ※９
 0 －

ゴルフ会員権評価損 8 0

投資有価証券評価損 15 0

貸倒引当金繰入額 0 －

特別損失合計 39 17

税引前当期純利益 456 177

法人税、住民税及び事業税 27 △159

法人税等調整額 △2 △13

法人税等合計 24 △173

当期純利益 431 351
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当事業年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

Ⅰ　材料費 　 7,849 45.6 7,509 44.5

Ⅱ　労務費 　 2,246 13.0 2,599 15.4

Ⅲ　経費 ※１ 7,133 41.4 6,755 40.1

　　当期総製造費用 　 17,229100.0 16,863100.0

　　仕掛品期首たな卸高 　 1,390　 1,374　

計 　 18,619　 18,238　

　　仕掛品期末たな卸高 　 1,374　 1,173　

　　他勘定への振替高 ※２ 35　 6　

　　当期製品製造原価 　 17,209　 17,058　

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当事業年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

１　原価計算方法

　　当社の原価計算方法は、個別原価計算方法を採用して

おりますが、一部、標準量産品及び鋳造工程並びに粉

体塗装工程は総合原価計算方法を採用しておりま

す。

　　原価差額については、法人税法の規定する基準に従い、

売上原価、商品及び製品、仕掛品に配賦しておりま

す。

１　原価計算方法

　　当社の原価計算方法は、個別原価計算方法を採用して

おりますが、一部、標準量産品及び鋳造工程並びに粉

体塗装工程は総合原価計算方法を採用しておりま

す。

　　原価差額については、法人税法の規定する基準に従い、

売上原価、商品及び製品、仕掛品に配賦しておりま

す。

　 　
２ ※１ この中には外注工事費

　　　　　外注加工費

　　　　　減価償却費

が含まれております。

3,768百万円

568百万円

414百万円

 
　

２ ※１ この中には外注工事費

　　　　　外注加工費

　　　　　減価償却費

が含まれております。

3,415百万円

669百万円

437百万円

 
　

３ ※２ 「他勘定への振替高」の内訳は次のとおり

であります。

販売費及び一般管理費 1百万円

完成工事補償引当金 34百万円

　
３ ※２ 「他勘定への振替高」の内訳は次のとおり

であります。

販売費及び一般管理費 6百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当事業年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 5,233 5,233

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,233 5,233

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,794 4,794

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,794 4,794

資本剰余金合計

当期首残高 4,794 4,794

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,794 4,794

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 561 561

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 561 561

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 150 147

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － 11

固定資産圧縮積立金の取崩 △3 △3

当期変動額合計 △3 8

当期末残高 147 156

別途積立金

当期首残高 1,500 1,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,500 1,500

繰越利益剰余金

当期首残高 781 1,216

当期変動額

当期純利益 431 351

固定資産圧縮積立金の積立 － △11

固定資産圧縮積立金の取崩 3 3

当期変動額合計 434 342

当期末残高 1,216 1,559

利益剰余金合計
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年６月１日
　至 平成23年５月31日)

当事業年度
(自 平成23年６月１日
　至 平成24年５月31日)

当期首残高 2,993 3,425

当期変動額

当期純利益 431 351

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 431 351

当期末残高 3,425 3,776

自己株式

当期首残高 △1,007 △1,007

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △1,007 △1,007

株主資本合計

当期首残高 12,015 12,446

当期変動額

当期純利益 431 351

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 431 351

当期末残高 12,446 12,797

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △50 △160

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109 △92

当期変動額合計 △109 △92

当期末残高 △160 △252

評価・換算差額等合計

当期首残高 △50 △160

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109 △92

当期変動額合計 △109 △92

当期末残高 △160 △252

純資産合計

当期首残高 11,964 12,286

当期変動額

当期純利益 431 351

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △109 △92

当期変動額合計 322 258

当期末残高 12,286 12,545
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

　

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

　

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

主に、先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

によっております。

ただし、未成工事支出金については個別法によっております。

　
４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

旧定率法及び旧定額法によっております。

建物…旧定率法及び旧定額法

その他…旧定率法

(平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については、旧定額法を採用しておりま

す。)

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３～50年

機械及び装置　２～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法によっております。

なお、ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
５　繰延資産の処理方法

社債発行費

発生時に全額費用として処理しております。
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６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

(2) 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末の手持受注工事のうち、損失発生の可能性が高く、か

つ、その金額を合理的に見積ることが可能な工事について、損失見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

数理計算上の差異については、発生年度に全額損益処理しております。

　

７　収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合

工事進行基準によっております。

・上記の要件を満たさない場合

工事完成基準によっております。

・決算日における工事進捗度の見積方法

工事進行基準における原価比例法

　

８　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている

ので、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約ごとに行っております。

(4) ヘッジ会計の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。
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９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

　
【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。

　

（連結納税制度の適用）

当事業年度より連結納税制度を適用しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

売掛金 652百万円 619百万円

未収入金 38百万円 50百万円

短期貸付金 6百万円 21百万円

支払手形 317百万円 20百万円

買掛金 18百万円 10百万円

営業外支払手形 ─百万円 384百万円

仮受金 0百万円 ─百万円

※２　担保資産

下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供しております。

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

関係会社株式 1百万円 1百万円

また、下記の資産を買掛金（ファクタリング取引）の担保に供しております。

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

受取手形 184百万円 548百万円

また、下記の資産を長期借入金（2,500百万円）の担保に供しております。

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

建物 2,167百万円 2,065百万円

構築物 293百万円 277百万円

土地 3,629百万円 3,629百万円

投資有価証券 1,368百万円 1,311百万円

合計 7,458百万円 7,284百万円

また、期末現在該当する債務はありませんが、担保に供している資産は下記のとおりです。

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

売掛金 913百万円 1,080百万円

製品 1,303百万円 1,630百万円

仕掛品 1,251百万円 1,126百万円

原材料 528百万円 849百万円

投資有価証券 229百万円 193百万円

合計 4,228百万円 4,880百万円

３　偶発債務

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

関係会社のファクタリング契約に
よって生ずる債務

311百万円 342百万円

関係会社の私募債に対する債務保
証

─百万円 200百万円
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※４　手形債権流動化による譲渡高

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

　 1,628百万円 453百万円

※５　(前事業年度)

手形債権流動化による受取手形譲渡代金306百万円が未収入金に含まれております。

　
(当事業年度)

手形債権流動化による受取手形譲渡代金101百万円が未収入金に含まれております。

※６　支払手形に含まれる営業外支払手形

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

　 282百万円 ─百万円

営業外支払手形とは、関係会社の原材料等の購入代金等を当社が立て替えるために関係会社宛に振り

出した手形であります。
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(損益計算書関係)

※１　「他勘定への振替高」の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

販売費及び一般管理費 1百万円 5百万円

その他 0百万円 0百万円

※２　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

売上原価 32百万円 21百万円

※３　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

　 19百万円 41百万円

※４　販売費及び一般管理費4,121百万円のうち販売費に属する費用のおおよその割合は62％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は38％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

運賃梱包費 370百万円 380百万円

貸倒損失及び貸倒引当金繰入額 7百万円 ─百万円

従業員給料手当 1,355百万円 1,370百万円

退職給付費用 115百万円 239百万円

福利厚生費 249百万円 266百万円

旅費交通費 189百万円 203百万円

減価償却費 111百万円 132百万円

賃借料 130百万円 135百万円

研究開発費 396百万円 480百万円

※５　一般管理費に含まれる研究開発費

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

　 396百万円 480百万円

※６　(前事業年度)

受取配当金には関係会社からのものが161百万円含まれております。また、受取技術料は、その総額35百

万円が全て関係会社からのものであります。

　
(当事業年度)

受取配当金には関係会社からのものが205百万円含まれております。また、受取技術料は、その総額47百

万円が全て関係会社からのものであります。
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※７　固定資産売却益の内訳

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

ゴルフ会員権 10百万円 ─百万円

※８　固定資産除却損の内訳

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

建物 2百万円 0百万円

構築物 ─百万円 0百万円

機械及び装置 2百万円 3百万円

車両運搬具 0百万円 ─百万円

工具、器具及び備品 2百万円 2百万円

ソフトウエア ―百万円 7百万円

固定資産撤去費用 7百万円 2百万円

合計 13百万円 16百万円

※９　固定資産売却損の内訳

　
前事業年度

(自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日)

当事業年度
(自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日)

機械及び装置 0百万円 ─百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自  平成22年６月１日  至  平成23年５月31日)

自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,089,526 6 40 3,089,492

(変動事由の概要)

  単元未満株式の買取による増加       6株

  単元未満株式の買増請求による減少  40株

当事業年度(自  平成23年６月１日  至  平成24年５月31日)

自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,089,492 80 ― 3,089,572

(変動事由の概要)

  単元未満株式の買取による増加      80株

次へ
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、生産設備（機械及び装置）であります。

・無形固定資産

主として、基幹システム（ソフトウエア）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

　

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

１年以内 4百万円 2百万円

１年超 9百万円 6百万円

合計 14百万円 9百万円

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成22年６月１日　至平成23年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　104百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

当事業年度(自平成23年６月１日　至平成24年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額  104百万円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動資産)

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

未払事業税等 10百万円 8百万円

未払社会保険料 12百万円 13百万円

未払賞与 94百万円 98百万円

貸倒引当金繰入額 ─百万円 1百万円

工事損失引当金 0百万円 6百万円

完成工事補償引当金 20百万円 ─百万円

棚卸資産評価減 59百万円 64百万円

その他 0百万円 0百万円

繰延税金資産(流動資産)小計 197百万円 193百万円

評価性引当額 △197百万円 △193百万円

繰延税金資産(流動資産)合計 ─百万円 ─百万円

　
繰延税金資産(投資その他の資産)

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

長期未払金(役員退職慰労金分) 2百万円 2百万円

減価償却費 76百万円 60百万円

その他有価証券、ゴルフ会員権減損額 219百万円 192百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円 2百万円

退職給付引当金 613百万円 611百万円

固定資産減損損失 57百万円 50百万円

その他有価証券評価差額金 64百万円 89百万円

税務上の繰越欠損金 4,192百万円 3,374百万円

その他 9百万円 9百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)小計 5,239百万円 4,393百万円

評価性引当額 △5,239百万円 △4,393百万円

繰延税金資産(投資その他の資産)合計 ─百万円 ─百万円

　 　 　

繰延税金負債(固定負債) 　 　

固定資産圧縮積立金 △99百万円 △86百万円

繰延税金負債(固定負債)合計 △99百万円 △86百万円

　 　 　

繰延税金負債(固定負債)の純額 △99百万円 △86百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)

法定実効税率 40.4％ 40.4％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.8〃 14.9〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △16.4〃 △52.1〃

住民税均等割等 5.9〃 14.6〃

税額控除 △4.7〃 ─

評価性引当額の増減 △24.3〃 △492.4〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ─ 342.3〃

連結納税適用による影響 ─ 36.1〃

その他 △0.3〃 △1.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.4％ △97.4％

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始

する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、平成24年６月１日に

開始する事業年度から平成26年６月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

37.8％に、平成27年６月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.4％とな

ります。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は11百万円減少

し、法人税等調整額は11百万円減少しております。
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(資産除去債務関係)

　当社は、不動産賃貸借契約に基づき事務所の退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来において移転する予定もないことから、資産

除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上してお

りません。

　

(１株当たり情報)
　

前事業年度
(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当事業年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

１株当たり純資産額 670.07円１株当たり純資産額 684.19円

１株当たり当期純利益金額 23.54円１株当たり当期純利益金額 19.15円

(注)　１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 項目
前事業年度

(平成23年５月31日)
当事業年度

(平成24年５月31日)
　

　
貸借対照表の純資産の部の合計額
 (百万円)

12,286 12,545　

　 普通株式に係る純資産額(百万円) 12,286 12,545　

　

貸借対照表の純資産の部の合計額と
1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式に係る事業年度末の純
資産額との差額(百万円)

─ ─ 　

　 普通株式の発行済株式数（千株） 21,425 21,425　

　 普通株式の自己株式数（千株） 3,089 3,089　

　

1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

18,336 18,335　

　
　

３.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日)

当事業年度
(自　平成23年６月１日
至　平成24年５月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

損益計算書上の当期純利益(百万円) 431 351

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 431 351

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,336 18,336

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

前澤化成工業㈱ 879,180 676

前澤給装工業㈱ 624,300 628

三井住友トラスト・ホールディング
ス㈱

480,000 95

㈱みずほフィナンシャルグループ 410,340 47

㈱植木組 107,000 16

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

39,680 13

西部電機㈱ 23,200 9

㈱りそなホールディングス 26,600 7

日本ギア工業㈱ 20,000 6

トーヨーカネツ㈱ 26,400 4

その他（11銘柄） 21,885 13

計 2,658,585 1,518
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 5,921 19 6 5,933 3,834 124 2,099

　構築物 1,436 5 0 1,441 1,163 21 277

　機械及び装置 5,684 306 63 5,927 5,013 121 914

　車輌運搬具 106 ― ― 106 97 2 9

　工具、器具及び備品 4,149 168 110 4,206 3,749 169 457

　土地 3,629 ― ― 3,629 ― ― 3,629

　建設仮勘定 2 164 167 ― ― ― ―

   有形固定資産計 20,930 663 348 21,24513,858 437 7,387

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 377 500 137 740 266 163 473

　ソフトウエア仮勘定 464 ― 464 ― ― ― ―

　施設利用権 0 ― ― 0 0 0 0

　その他 17 ― ― 17 ― ― 17

   無形固定資産計 859 500 601 758 266 163 491

長期前払費用 144 3 25 122 75 12 47
　

（注） 　 当期増加額のうち、主なものは次の通りであります。 　
　 　 工具、器具及び備品 木型・金型更新 131百万円　
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 28 3 5 14 11

工事損失引当金 1 41 25 ― 17

完成工事補償引当金 50 ― ― 50 ―

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び債権の回収による戻入

額であります。

完成工事補償引当金の「当期減少額(その他)」の金額は、使用の見込みがなくなったことによる取崩額でありま

す。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

種類 金額(百万円)

現金 5

預金 　

当座預金 5,219

定期預金 61

普通預金 1,385

その他 0

預金計 6,667

合計 6,673

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

扶桑建設工業㈱ 257

冨士機材㈱ 194

太三機工㈱ 129

コスモ工機㈱ 115

㈱神鋼環境ソリューション 105

その他 1,425

合計 2,228

　

(ロ)期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成24年６月 548

　 〃 　７月 249

　 〃 　８月 702

　 〃 　９月 440

　 〃 　10月 240

　 〃 　11月 46

合計 2,228
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

呉市水道局 572

㈱前澤エンジニアリングサービス 414

メタウォーター㈱　 235

㈱ウォーテック北海道 204

㈱ニイミ 166

その他 2,714

合計 4,308

　

(ロ)回収状況

当期首残高
(百万円)
 

 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 

 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 

 
(Ｄ)

回収率(％)
 
 
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
 

(Ａ)＋(Ｄ)
　 ２ 　
　 　 (Ｂ)　 　
　 　 366　 　

5,488 22,189 23,369 4,308 84.4 80.79日

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ニ　商品及び製品

種類 金額(百万円)

製品 　

汎用弁栓 815

制御弁・門扉 815

合計 1,630

　

ホ　仕掛品

種類 金額(百万円)

下水機械装置 22

上水等機械装置 4

汎用弁栓 424

制御弁・門扉 701

その他 20

合計 1,173
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ヘ　原材料及び貯蔵品

種類 金額(百万円)

原料 　

鋼材 7

その他 9

材料 　

減速機 139

鋳鉄鋳物 375

青銅鋳物 33

その他 347

貯蔵品 　

木型・金枠 0

消耗工具・検査治具 1

その他 7

合計 920

　

②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

倉岳工業㈱ 240

㈱中尾鉄工所 193

山陽空調工業㈱　　 149

㈱大東製作所 139

㈱千代田組 136

その他 2,267

合計 3,127

　

(ロ)期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成24年６月 599

　 〃 　７月 770

　 〃 　８月 867

　 〃 　９月 837

　 〃 　10月 52

合計 3,127
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ロ　買掛金

相手先 金額(百万円)

西部電機㈱ 358

アクアインテック㈱ 259

都工業㈱ 238

ミヤ工業㈱ 168

倉岳工業㈱ 114

その他 2,184

合計 3,325

　

ハ　長期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行　　　　 1,700

㈱りそな銀行 600

三井住友信託銀行㈱ 200

合計 2,500

　

ニ　退職給付引当金

区分 金額(百万円)

退職給付債務　　　　 4,893

年金資産 △3,165

合計 1,727

　
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載ＵＲＬ
　　http://www.maezawa.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に挙げる権利以外の権利を行使することができま

せん。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第65期(自　平成22年６月１日　至　平成23年５月31日)平成23年８月30日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年８月30日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第66期第１四半期(自　平成23年６月１日　至　平成23年８月31日)平成23年10月17日関東財務局長に提出

第66期第２四半期(自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日)平成24年１月16日関東財務局長に提出

第66期第３四半期(自　平成23年12月１日　至　平成24年２月29日)平成24年４月16日関東財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における決議事項の決議）に基づく臨時報

告書

平成23年９月２日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年８月８日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

ＳＫ東京監査法人

　
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    江    部    安    弘    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    田  　圭  　介    印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている前澤工業株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、前澤工業株式会社及び連結子会社の平成24年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、前澤工業株式会社

の平成24年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、前澤工業株式会社が平成24年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年８月８日

前澤工業株式会社

取締役会　御中

ＳＫ東京監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    江    部    安    弘    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    田  　圭  　介    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている前澤工業株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの第66期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、前澤工業株式会社の平成24年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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